
 

報告第２号 

令和２年度 事業計画 

 

少子高齢化の急速な進展にともない、労働力人口が減少する中、働く意欲のある高齢者が

年齢に関係なく活躍できる生涯現役社会の実現がますます重要となっており、昨年６月に閣

議決定された「成長戦略実行計画」においては、女性会員の拡充を含めシルバー人材センタ

ーの機能強化など期待が盛り込まれたところであります。 

また、65 歳以上への継続雇用年齢を 70 歳までの就業機会の確保を図るなど、高齢者の希

望特性に応じて多様な選択肢を整えるとしております。 

このように、高齢者のニーズに応じ就労機会を提供するシルバーの事業の推進は、大変重

要であり、また地域にとっても欠かせない組織であります。 

こうした中、当センター令和元年度事業実績については、請負、派遣事業ともに昨年をや

や下回る結果となりました。 

広報チラシの回覧や、役職員による事業所訪問、また、新たに一部金融機関、温泉施設へ

のチラシの設置や催し会場での配布などにも取り組んだところですが、実績向上にはつなが

らない状況であります。 

会員数でも２月末 604人と昨年同時期を 29人下回っている状況であり、依然として 60歳

代前半の加入割合が少なく、全体の年齢が高くなっていく状況にあります。 

就業拡大を含め会員獲得に向け、役職員は基より全会員による一層の取り組みが求められ

ております。 

安全就業については、会員の安全第一を最重点事項として取り組んできたところですが、

今年２月末の事故状況で傷害事故 1件、賠償事故２件であり、事故の中には、走行中の車両

への損傷事故も発生しており、大きな事故につながる可能性もあり、また車両事故も３件発

生し、依然として事故がなくならない状況であります。 

今一度、全会員が徹底した安全就業への意識を持つとともに、安全委員会は基より役職員

と一体となって「事故ゼロ」の達成に取組んで行く必要があります。 

センターの事業運営については、依然として景気低迷により受注増が望めない中、厳しい

事業運営が想定されますが、引き続き経費節減に努めるとともに、自主･自立による事業運

営を図るため、今年度からの第３次中期計画(2 年～6 年)に基づき、適切な運営に努めてま

いります。 

 

 

 

 



 

実 施 計 画 

 

１ 会員の拡充  

    改正「高年齢者雇用安定法」により、65歳までの雇用延長が義務付けられ入会率に

も大きく影響が出てきていることから、次の事項を推進し、会員の確保を図る。  

(1) 広報活動や１会員１人入会を目指し、友人、知人に積極的に声掛けを行い会員の

増強を図る。また、達成会員へ粗品の進呈を行う。 

(2) ハローワークとの連携により会員の確保を図る。 

(3) 入会説明会及び地区懇談会等でセンターの趣旨の徹底を図る。必要に応じ、出前

入会説明会を行う。 

(4) 関係機関へのチラシの設置や、催し物会場等で説明会案内チラシの配布と勧誘を

行う。 

(5) 女性会員促進に向け、魅力ある教室開催に取り組む 

    

２ 就業率の向上  

会員の確保と就業機会の拡充は、センター事業の発展･拡充のためには欠くことの

できない重要な課題であり、次の事項を推進する。 

（1） 公共･民間事業所及び一般家庭に対する受注開拓の推進 

（2） 職群班員による仕事の拡大･獲得運動の展開（日常の一言ＰＲ活動） 

（3） 事務系職種分野の開拓 

（4） 適正就業や｢仕事の分ち合い｣の推進 

（5） シルバー人材センター事業の理解と活用の啓発 

（6） 未就業者に対する希望職種の再登録(変更)の推進 

（7） 講習会により会員個人の就業職種の拡大 

（8） 後継者育成による就業機会の拡大 

（9） 顧客のフォローとして昨年の受注内容の確認や発注の促進 

    

３ 組織の充実  

   地域経済の動向や事業の拡充に対応した効率的な事業運営が求められており、組織の

充実を図るため次の事項を重点に推進する。 

(1) 業務部会においては、課題により会員の参画を図りながら内容の充実に努める。 

(2) 本所・支所間における職群班の情報の共有化と、班ごとの連携と充実を図り、適

正就業や安全就業を推進する。 

(3) 職群班及び地域班の効率的な事業の推進 

(4) 会員の自主・自立の推進 



 

(5) 役職員の研修の充実 

(6) シルバー人材センター設立の基本理念の確認、会員相互の連携強化の推進 

 

４  健全な財政運営の確保 

   平成 22 年度から続いた赤字が平成 28 年度、国、市補助金増額により黒字に転じた、

その後黒字幅も減少し、また受注契約の減少により財源の確保が大きな課題となってお

り、運営費の削減に努めると共に、自主・自立の基本理念に基づいた適正な自主的財源

の確保を図る。 

(1) 事業実績と国及び市からの補助金額の変動の推移により、事務費率 12％への引

上げも視野に、発注者の理解と協力を得ながら事業推進を図る。 

(2) センターの健全な運営に向け、国庫補助事業の積極的な活用を図る。 

(3) 派遣受託収益の確保に向けて県シ連との連携強化を図る。 

(4) 県・市・ハローワーク及び関係団体との連携強化を図る。 

(5) 市への適切な財政支援と、さらなる就業要請を行う。 

(6) 顧客に対し新たな就業への働きかけを行い、受注契約の底上げを図る。 

 

５ 就業開拓の促進 

(1) 普及啓発活動の推進 

センター事業が市をはじめとする公共機関、地域の事業所、一般家庭に理解され、

かつ協力が得られるよう普及啓発活動を行う。 

① 市広報紙及びＣＡＴＶ（ケーブルテレビジョン）等のメディアの活用  

② 市の協力を得てＰＲ用パンフレットの全戸回覧を行う 

③ 「シルバーだより」年２回（１月･７月）の発行   

④ シルバー人材センター事業普及啓発促進月間（10月）の取組み 

・ 「シルバーの日」の設定と奉仕活動の予定(10月 17日 土曜日） 

・ 役職員による事業所訪問・ＰＲ活動の実施 

・ のぼり旗設置等によるＰＲ 

⑤ 奉仕活動によるセンターのアピール 

⑥ 会員や職群班員による就業開拓の推進  

(2) 福祉･家事援助サービス事業の推進 

    公共及び民間事業所等との連携を密にして、福祉･家事援助サービスの需要に対応

するため、会員の育成と同事業の積極的な推進を図る。 

① 市及び福祉団体との連携強化と新総合事業の一層の推進 

② 福祉･家事援助サービス事業推進委員会を中心とした調査・研究と事業の推進    

③ 講習会・実習体験を通した会員の資質向上と指導育成 

④ 魅力ある講習会開催により参加会員の増と、会員相互の連携強化を図る。 

⑤ 家事援助サービス事業チームづくりと指導育成 

(3) 独自事業の推進 



 

センターの活性化と事業の拡充を図るため、独自事業の調査検討を行う。 

① 「〆縄」作りの体制整備の充実 

    ② 新規事業の調査研究 

 

６ 安全対策の推進 

センター事業を運営していく上で会員の安全就業を最優先に考えることが基本であ

り、事故防止対策には組織を上げて取り組むことが必要である。 

また、傷害事故、賠償事故が依然として発生しており、安全委員会を中心に就業･交通

の【事故ゼロ】を目指して本年度も重点事項として推進する。 

(1) 全国シルバー人材センター安全強化月間の推進（７月） 

① 安全委員会による巡回指導(パトロール)の強化 

② 就業並びに交通安全講習会の開催 

③ 安全就業の啓発及び「のぼり旗」設置 

(2) 通年推進活動の強化 

① 安全就業啓発活動の推進（広報･チラシ･発送文書の添書きなど） 

      「事故防止、急ぐな、あせるな、気を抜くな」の周知徹底 

② 就業現場の安全チェックの実施 

③ 事故発生の原因分析と再発防止の徹底 

④ 安全講習会の開催（草刈機の安全取扱・交通安全など） 

⑤ 職群班を通じた組織的な推進 

⑥ 地区懇談会をはじめ各種会合での周知徹底 

⑦ 安全委員会による現場パトロールの充実 

⑧ チェックリストによる安全確認と、就業現場の実施点検 

⑨ 安全標語の募集と安全意識の啓発 

⑩ 安全推進員(仮称)設置の検討 

⑪ 健康維持管理の啓発と健康診断の促進 

 

７ 技能の向上 

   就業に必要な知識や技能の習得と向上を図るため、各種講習会を開催する。 

(1) 技術の向上と後継者の育成を目的とした技能講習会の開催 

(2) 高齢者活躍人材確保育成事業の取り組み 

(3) 技能講習の充実とアンケート調査等による内容の改善 

 

８ 適正就業の推進 

適正就業に対する社会的関心が年々高まっており、「適正就業基準」や「適正就業ガ

イドライン」に留意し、会員はもとより発注者や住民にも広く理解を得るよう努める。 

(1) 入会説明会での周知徹底 



 

(2) 発注者及び会員の理解と協力を得るためのＰＲ 

(3) 受注時での契約内容等、事務の適正化 

(4) 請負・委任の形態で契約できない就業について、派遣事業への切り替えの推進 

 

９ 施設整備の充実 

   当センターの施設は、当局の理解と支援により全て市の施設を利活用し、事業運営を

行っている。 

しかし、一部の作業所では手狭のため事業運営に支障をきたしてきている状況にあり、 

今後、独自事業の取り組みや、後継者の育成の面で施設の充実が求められている。 

 (1) 糸魚川本所のワークプラザ建設実現に向け、建設資金の一部確保に努めるとと

もに、行政の理解と協力を引続き要請する。 

 (2) 現状の施設は、それぞれ市の所有となっており、第３次中期計画に基づく施設の

整備について、市の理解と協力を引き続き要請する。(別記) 

 

10 有料職業紹介事業の推進 

 臨時的･短期的又は厚生労働大臣が定める軽易な業務への「雇用による就業」を希望す

る高年齢者には、有料職業紹介を行い活用し雇用の促進に努める。 

 

11 福利厚生事業の推進 

   会員が健康で、働く喜びと充実感を感じ取れる魅力あるセンターづくりを推進する。 

    (1)  地区懇談会の実施 

（2） 優秀会員及び優良事業所の表彰 

 

12 計画の推進と管理 

   中期計画の目標を達成するため、中長期計画管理委員会において計画事項の進捗状況

や成果を把握し、理事会に報告する。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

市に対する要望事項 

 

１  国庫補助金の算出根拠に準じた市補助金の継続支援 

 

 

２  会員拡大・就業開拓への支援 

高齢者支援の具体的施策であるシルバー人材センターへの加入促進を

より強力に推し進めるとともに、就業開拓への積極的支援 

 

 

３  施設整備の充実 

(1) ワークプラザの新設（糸魚川本所) 

(2) 作業室の拡張又は新設（糸魚川本所・能生支所) 

(3) 車庫の新設又は公的施設の提供（糸魚川本所) 

 

 

別 記 

 

 


